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1.ヘ ーゲル 家族 論の課 題

ヘー ゲル は主著 の一 つで あ る1820年 『法 ・権 利 の哲学 要綱 』(以 下 、『要綱 』 とよぶ)の 第Ⅲ 部

・「倫理 」(Sittlichkeit)を
、 「家族 」→ 「市民社 会 」→ 「国 家」 の順 に論述 して い る。 この展 開順

序 か らもあ らか じめ予 想 で き るよ うに、ヘ ー ゲル家族 論 の 主要 ポ イ ン トの一つ は 、 「家族 」 か ら

「市民社 会」へ の移 行 の必然 性 が どの よ うに説明 され てい るか とい うこ とで ある。

まず、家族の形成 は男性(夫)と 女性(事)の 婚姻からスター トす るのはい うまで もない。ヘ

ーゲル も定石 どうり家族論 を① 「婚姻」か ら出発 し、そ して② 「家族の資産」、③ 「子 どもの教

育と家族の解体」 とい う三区分で論 じている。

「家族」か ら 「市民社会」への移行は、③ 「子 どもの教育 と家族 の解体」に密接に連関す る。

この 「子どもの教育 と家族の解体」は次の四つの内容を含んでいる。第1は 「教育」を通 しての

子 どもの自立 とい うことである。第2は 、子 どもの 自立の本来の意味は 「市民社会」の構成員に

なるとい うことである。第3の 事柄 は、子 どもが 自立 し、市民社会の構成員になることによって

「家族の解体」を引き起こすが、これの意味するところの ものは家族の形態変化 と経済的再生産

過程の構造的転換 とい うことである。そ して第4は 、個々人が市民社会の市場 ・自由競争のなか

で生きてい くにあたって、「生計 と扶養」の確保 ・維持への対応 とい う課題 に新たな直面す ると

い うことである。 これ ら四点の内容 について、以下で簡単に確認 してお く。

第1の 教育を通 しての子 どもの自立について、へ一ゲルは述べてい る― 「子 どもの教育には、

同 じく家族関係か らみて次のよ うな否定的使命がある。すなわち子 どもを、その生来の状態であ

る自然的直接性か ら抜け出 させて、 自立 と自由な人格へ と高め、こうして子 どもに家族の 自然的

一体性か ら出てゆく能力を獲得 させるとい う使命である」(第175節
、S.327f.)。 この叙述は、

子 どもの教育のもつ肯定的使命(人 間としての基本的な心情 を両親をは じめとした家族関係のな

かでより豊かにはぐくんでい く使命)と ともにあるも う一つの否定的使命についての ものである。

この使命 について述べ られ る、子 どもを 「自立 と自由な人格」へ と高め、「家族」か ら出てゆく

能力を獲得 させ るとはより具体的にはどのようなことなのか。ヘーゲル はこう説明する。す なわ

ち、成年に達 し法的人格 として認 められ、一つには 「自分 自身の自由な所有をもつ資格がある」

と認 められるとともに、も う一つには 「自分 自身の家族 を一息子は主人 として娘は妻 として一 立

てる資格がある」(第177節 、S.330)と 認め られ る、とい うことである。 この ような内容の 「自

立」を確保す るとζうに子 どもの教育の使命 があるとされ る。



ところで、教育を通 して子 どもが 「自立 と自由な人格」へ と高ま り、そ う認 められるとい うこ

とは、子 どもが 「成年」に達 したとい うことを意味 していた。そ してこの成年であることの証立

て として次の二点が社会的に承認を得 るのである。第1に はみずからの 「所有」を有す る資格が

あるとい うこと。第2に はみずか らの 「家族」を立てる資格があるとい うこと。 この二つを合わ

せて、「成年」 とい うことは 「法的人格」 として認め られ るとい うことを意味 している。そ して、

い うまでもな く以上の ことが 「自立」の意味するところとなる。

さて、ここで先の二つの 「資格」の内容について今少 し確認 しておかねばな らない。第2の

「家族」を立てる資格については明確 であるか ら省略す るにして も、第1の 「所有」 を有す る資

格 とは、具体的に何を意味 しているのか。 この点への解答が、 「家族」か ら 「市民社会」への移

行に関わる第2の 内容ー 「自立」 とは 「市民社会」の構成員になること一 を明 らかにすることに

なる。

まず、次のヘーゲルの説明に注 目しておきたい一 「法的人格 としての家族 を他人に対 して代表

しなければな らないのは家族の長 としての夫である。 さらに彼には とくに、外に出て所得を手に

入れ、家族のもろもろの欲求に対 して配慮 し、なおまた家族資産を配分 し管理す る役 目がある」

(第171節 、S.324)。 この説明では、 「法的人格」 としての家族 を代表す る夫の役 目について述

べ られている。 「家族 のもろもろの欲求への配慮」、 「家族資産」の配分 ・管理 などについてであ

る。 この場合の 「家族のもろもろの欲求」 とは、平たくいえば 日々営まれ る 「家族の生活」 とい

うことであろ う。この中心の一つに 「子どもの教育」が含まれるのはい うまでもない。重要な問

題は、こうした内容 を有す る 「家族 の生活」を営む元手を誰が、何処で獲得す るのか とい うこと

である。 これが先に、夫が 「外に出て所得を手に入れ」 るとヘー ゲルが述ベた点なのである。 で

は、「外」 とは何処か。家族の 「外」、すなわち 「市民社会」にほかな らない。夫が市民社会で働

いて得た所得 ・所有が 「家族の資産」にな り、 これ を元手にして家族の生活が営まれ るのである。

したがって、両親の家族か ら出て 自立す るとは、「市民社会」の構成員 になることを意味するに

ほかな らない。

ところで、教育を通 して子 どもが自立 し、両親を中心 とした旧い家族から脱 け出て、みずから

の新たな家族 を形成 してい く過程 と必然的に連関 して、新たな家族の主体たる男子(夫)一 女子

は妻 として一は市民社会のなかで働 き、家族の生活 を営むための所得 を得 なければならない。 こ

れは歴史的にみて近代以降基本的に、どの家族 ・どの男子にもあてはまる原則事なのである。 こ

の点が、「家族」か ら 「市民社会」の移行 に関わる第3の 内容一経済的再生産過程の構造的転換

一の問題である。

前近代においては、家族の生活が営まれる基盤 は父祖伝来の土地をべ一ス として家族員 自身の

労働力による自給 自足経済体制 といってよい。 これに対 して、近代以降は 「家族 ・家庭」の外の

「市民社会」における商工業活動一 これへの労働 としての関与の代償=賃 金 ・所得一 が家族生活

の経済的基盤 となっている。 この点が前近代から近代への移行にお ける、そ して現代 にまで連な



る経済的再生産過程の構造的転換 といわれる事柄である。

ところで、こうした生活の経済的基盤が家族 ・家庭か ら市民社会へ移行す ると、男子 ・夫が、

そ してひいては家族全体が市民社会の論理に翻弄されるこ とになる。 これが 「家族」か ら 「市民

社会」への移行に関わる第4の 内容一 「生 計 と扶養」の確保 ・維持 とい う新たな課題ーの問題で

ある。

家族全体が市民社会の論理に翻弄 され るとは、過酷な自由競争の波に晒 されるとい うことだ。

繰 り返 し確認 しておくが、子 どもが成人するまでは家族の保護の もとで暮 らし成長を遂げていく。

しか し、成人 し家族か ら出て 自立 してみずか らの家族を形成 してい くとなると、生計の糧 を得 る

ために市民社会の構成員になり、市民社会で労働 に従事せ ざるをえない。 この個 々人が働 き、暮

らす基本的な場が市民社会であって、この場が 自由競争市場 と化 しているのである。 したがって

個々人は自立 し、自由を謳歌 しつつ生計を立てているが、この生計の確保 ・維持が常に、必ず安

定的に保証 されるわけではない。生計の確保 ・維持 は、個々人みずか らの 「技能、健康、資本な

どの諸条件」(第237節)に よって制約 され、また 自由競争市場の論理が有す る様々な 「偶然性」

に よって妨げられ る。 この点を集約す る形 でヘーゲルは、 「欲求の体系[市 民社会]で は、個 々

人それぞれの生計 と福祉は一つの可能性 として存在するだけである」(第230節)と 述べた。(1)

したが って、「家族」か ら 「市民社会」への移行 において検討 され るべ き最重要課題 は、 自由

競争 を原理 とした市民社会において個人の自立を維持 しつつ、様々な要因によって困難にな りう

る生計 と福祉 の確保がどのよ うに して行われるのか とい うことである。この点がヘーゲル におい

て<Polizei>論 として展開され、その詳細 を以下の本稿で検討 していきたい。

<Polizei>論 に入るに先立って、ヘーゲル が家族 と福祉について どのよ うに述べてい るのか、

その概要を確認 してお くことにする。

Ⅱ.ヘ ーゲルにおける 「家族」、と 「福祉」

　(1)1820年 『法 ・権利の哲学要綱』、第238節

まず もって家族が実体的全体であるか ら、個人のこの[前 節の]特 殊的な諸側面に対 し

てあらか じめの配慮 をす るのはこの実体的全体である。すなわち、個人が、普遍 的資産の

うちか ら[な にほどかのものを〕働いて入手 しうるための手段や技能に関 しても、またこ

れ を入手す る能力がたまたまなくなった場合の彼の生計 と扶養 に関 しても、,あらか じめの

配慮をするのは家族の仕事である。

これに反 して市民社会は、個人をこの家族的な絆か ら引き離 し、家族員相互の仲を離間

させ、そ して 〔そのことを通 して]彼 らを自立 した人格 として認める。 さらに市民社会は、

個々人が自分の隼計の資を得ていた外的な非有機的 自然 と父祖の土地の代わ りに、市民社

会 自身の基盤 をおき、家族全体の存立さえをも市民社会に依存させ、偶然性 に支配 され る



ものにす る。 こうして個人は、市民社会の息子になってしまってお り、個人が市民社会に

対 して権利をもつの と同 じ程度に、市民社会 も個人に対 して要求をもつのである。

これは、『要綱』についてのわが国でこれ まで最 も定評のある中央公論社版の訳を参照 しなが

ら私訳 したものである。訳す るうえでいくつか疑問や問題 を覚えた点 もあり、内容 を分析す るに

先立って参考のためにヘーゲルの原文 と、定評のあ るT.M.ノ ックスの英訳を示 してお く。

〈ヘーゲルの原文〉

 Zunächst ist die Familie das substantielle Ganze, dem die Vorsorge für diese besondere Seite 

des Individuums sowohl in Rücksicht der Mittel und Geschicklichkeiten, um aus dem 

allgemeinen Vermögen sich [etwas] erwerben zu können,  als. auch seiner Subsistenz und 

Versorgung im Falle eintretender  Unfähigkeit angehört. Die bürgerliche Gesellschaft reißt aber 

das Individuum aus diesem Bände heraus, entfremdet diesen Glieder einander und anerkennt sie 

als selbständige Personen; sie substituiert ferner statt der außeren unorganischen Natur und des 

väterlichen Bodens, in welchem der Einzelne seine Subsistenz hatte, den ihrigen und unterwirft 

das Bestehen der ganzen Familie selbst, der Abhängigkeit von ihr, der Zufälligkeit. So ist das 

Individuum Sohn der bürgerlichen Gesellschaft geworden, die ebensosehr Ansprüchen an ihn, 

als er Rechte auf sie hat.

 Originally the family is the substantive whole whose function it is to provide for the individual 

on his particular side by giving him either the means and the skill necessary to enable him to earn 

his living out of the resources of society, or else subsistence and maintenance in the event of his 

suffering a disability. But civil society tears the individual from his family ties, estranges the 

members of the family from one another, and recognizes them as self-subsistent persons. Further, 

for the paternal soil and the external inorganic resources of nature from which the individual 

formerly derived his livelihood, it substitutes its own soil and subjects the permanent existence 

of even the entire family to dependence on itself and to contingency. Thus the individual 

becomes a son of civil society which has as many claims upon him as he has rights against it.

　訳文 ・訳 語 をお お よそ確 定 した と ころで内容 を検 討す る場合 、次 の四点 が さ しあ たって 問題 と

な る。

　　① 個 人 の生計 と扶養 にまず もって配慮 す るのは 、 「実体 的全 体」(das　 substantielle　Ganze)

　　 　 と して の家 族の仕 事で あ る。



・家 族 は第 皿 部 「倫理 」の最 初 の基礎 とな る段 階 であ る
。 「倫理」 とは共 同体 、 これ に照

応 した善的意 識 のあ り方。 した が って、 家 族 をみ る場 合の力点 も共 同体 とい う 「全体 」

にあ り、全 体 を構成 す る個 々人 に あ るので は ない。 個 々人 は、 「一個独 立 の人 格 と して

で はな く成員 と して存在す る」(「家族 」 章の 冒頭節 ・第158節)。 全体(家 族)が あ り、

全体 の一 員 と しては じめて 個々人 は存在 し うる。 こ うい うことか ら して、個 々の 家族 員

の生 計 と扶 養 につい て最 も基 礎的 な ところで 、.まず もって配 慮す るの は家族 の仕事 とい

うこ とにな る。

② 市 民社 会 は個 人を家族 の 「絆」(Band)か ら引 き離 し、個 々人(家 族構 成員)の 「仲 を

離 間 させ 」(entfremdet)、 こ う して 「自立 した人格 」(selbstandige Personen)と して認 め る。
り

・個 々人への当面の、そ して基礎的な点での配慮 は家族の仕事に して も、いつ までも、ま

たどこまで も家族によってできるわけではない。家族によってできる範囲はそれ ほど広

くな く、限 られている。特に子 どもが成長 してい くにつれてそ うである。では、子 ども

が成人 して以降の配慮は誰がどの よ うに して行な うのか。 この点が、「家族」か ら 「市

民社会」への移行 に関わる重要な事柄 である。家族か ら市民社会への移行には、 「子 ど

もの教育」を通 してなされ る。言 い換えれば、教育の使命 とは子 どもを「家族の一員」

とい う家族の 「絆」か ら脱 して、 「市民社会の成員」にす ることにあるといえる。市民

社会の成員になっては じめて、「自立 した人格」 に、つま り一人前に成人 した といえる。

したがって、市民社会の成員 としての個人は、家族 によって配慮 され るのではな く、み

ずか らの能力(労 働)に よって生きていくのであ り、市民社会に義務 を負いなが ら市民

社会に権利を要求 し、配慮 ・擁護 を求めるのである。 このよ うに、個々人は市民社会の

なかで自分のちか らで生 きていくことを基本にす るが故に、 もとの家族員相互間にあっ

たような無条件の、犠牲 さえものともしない 「絆」 はなくなっている。 こ うした絆がな

くなった状態 を、「仲 を離間させ」(entfremdet)と ヘーゲルはかな り厳 しい表現で説明

したのであるが、重要なのは 「仲 を離間 させ」ることを通 して子どもの 「自立」が達成

され るとした点である。

③ 市民社会は個人の生計と扶養の基盤 を、家(「 外的な非有機的 自然」、「父祖の土地」)か

ら産業(商 工業)へ 移行 させ る。

・家族が家族員の生計 と扶養を基本的 に担 うとす る場合
、「土地」 を生産基盤 とし、農業

を主 とした自給 自足の経済体制をい う。 これは歴史的には前近代における生産の方法、
セ

生活の仕方である。 しか し時代が近代に進む と生産方法が根本的変化を遂げる。 これが

(近代)市 民社会における商工業の中心的産業 としての位置づけとなる。では近代以降、

農業がな くなるのか とい うと、現代 をみて も明 らかなようにそ うではない。社会におけ

る農業の意味づけ、価値づけに大きな変化(使 用価値か ら交換価値へ)が 生 じるのであ

る。ヘー ゲル もこの点 を正確に確認 して、市民社会 における三つの社会階層(Stand)



として整理 し(農 業、商工業、公務〉、この うちの商工業階層 を最 も市民社会的な もの

とした。その理由はこうだー 「商工業階層は自然的産物を形成す ることをみずか らの仕

事とし、生計の手段 としてはみずか らの労働、反省 、知性 を頼 りとし、また本質的には

みずからの欲求および労働 を他人の欲求お よび労働 と媒介することを頼 りとしてい る。

この階層はみずか らの手に入れ享受す るところのものを、主 として 自分 自身に負 うてい

るのであ り、自分 自身の活動に負 うている」(『要綱』第204節)。 要す るに、みずか らの

生計は自分 自身の労働に負 うているとい う点で、自立 した本当の姿がこの階層 において

こそ明 らかになるか らである。 こうしてヘーゲルは、前近代から近代への移行 における

経済的再生産過程の根本的変化 と連関させつつ、市民社会での産業活動を通 した個人の

自立を理解 した。

④ 個人は 「市民社会の息子」にな ることによって、市民社会に対 して 「権利」 をもつ と同

時に、市民社会から 「要求」される。 〈個人ー市民社会 〉間に権利 ・義務関係 が発生す る。

・これまで①か ら③までみてきた ように、個人の生計の確保は近代以降、基本的に家族 か

ら市民社会へ とその場 を移す。 こうした意味合いをまとめてヘーゲルは、個人は 「市民

社会の息子」になっていると表現 した。市民社会の 「息子」になることによって個人は

自立す る。 自立 とい うのは人格的に誰にも従属 していないとい うことであって、生活上

みずか らの力(労 働)だ けで充分に切盛 りできるかとい うとその保証は どこにもない。

この点に関わってヘーゲルは第238節 で、「家族全体の存立 さえも市民社会 に依存 させ 、

偶然性に支配 され るものにす る」と述べたのである。では、個人だけでな く 「家族全体

の存立」をさえ 「市民社会に依存 させ」 ることの具体的な問題点は何なのか。 この点に

ついてヘーゲルは、「市民社会に依存 させ」 と 「偶然性に支配 され るものにす る」 とを同

格 に述べているところが参考になる。つまるところ、「偶然性」の支配 とい うことが問題

なのだ。このことについてヘー ゲルが述べている代表的なものを二個所指摘 してお く。

(イ)「欲求の体系 では、個 々人 の生計 と福祉は一つの可能 性 として存在するだ けで、そ

の現実性は、個々人の恣意 と自然的特殊性によって制約 されてい ると同様、欲求の客

観的体系によって も制約 されてい る。」(第230節） 、

(ロ)「 生計 と福祉を保 障 し、所有 と人格 を安全にす る普遍的なものの威力は、… … そ

の力のおよぶ範囲を偶然的な ものの範囲に局限せ られたままである」(第231節)。 要

す るに、「欲求の体系」=市 民社会において、個々人の生計 と福祉は個人的および社

会的諸条件によって制限 され 、偶然的なものによって妨げられてお り、 したがってそ

の充分な保障な り確保 は 「可能性 」 としてあるだけだ とい うことである。 したがって

〈個人ー市民社会 〉間における両者 の課題は、個人は市民社会の一員として社会に対

して義務を果た し、市民社会の方 は個人の生計 と福祉の 「偶然性」に左右 されない保

障 という個人の権利要求を満た し実現す ることにほかな らない。



本節は 「家族」章か ら 「市民社会」章へ移行 したところでの論述であ り、また内容上か らして

も中心になっているの体 明らかに②～④である。 これに関 して}よ り分か りやす くヘーゲルが述

べているのが本節についての次の 「口頭解説」である。

(2)1822/23年 第5:回 講義録(聴 講生ホ トーの筆記)第238節 「口頭解説」

た しかに家族は、個々人のバンのことを配慮 しなければなら ないが、 しか し家族は、市

民社会では従属的なものであって、ただ土台をすえるだけである.家 族の力の効 く範囲は

もはやそれほ ど広 くはない。 これに反 して、市民社会は巨大な威力であって、この威力は.

人々を引き寄せ、人々がこの社会のために働き、,蔦 の社会を通 じてあ らゆるものにな り、

この社会を介 してあ らゆることを行な うように、人々に要求す るのである。

人間が このよ うに市民社会の一員であるほかない とすれば、彼 は家族においてもってい

たのとまった く同様の権利 と要求 を、市民社会に対 してもつ。市民社会はその成員を保護

し、成員の諸権利を擁護 しなければならないが・それ と同 じく個々人もまた・市民社会ρ

法 ・権利に対 して義務を負わされている。

〈ヘーゲルの原文 〉

  Die Familie hat allerdings für das Brot der Einzelnen zu s'orgen, aber sie ist in der bürgerlichen 

Gesellschaft ein Untergeordnetes und legt nur den Grund; sie ist nicht mehr von so umfassender 

Wirksamkeit. Die  bürgerliche Gesellschaft ist vielmehr die ungeheure Macht, die den Menschen 

an sich reißt, von ihm fordert, daß er für sie arbeite und daß er alles durch sie sei und vermittels 

 ihrer tue. Soll der Mensch so ein  Glied . der bürgerlichen Gesellschaft sein, so hat er ebenso 

Rechte und Ansprüche an sie, wie er sie in der Familie hatte. Die bürgerliche Gesellschaft muß 

ihr Mitglied schützen, seine Rechte verteidigen, so wie der Einzelne den Rechten der 

bürgerlichen Gesellschaft verpflichtet ist.

 To be sure, the family has to provide bread for its members, but in civil society the family is 

something subordinate   and only lays the foundations; its effective range is no longer so 

comprehensive. Civil society is rather the tremendous power which draws men into itself and 

claims from them that they work for it, owe everything to it, and do everything by its means. If 

man is to be a member of civil society in this sense, he has rights and claims against it just as he 

had rights and claims in the family. Civil society must protect its members and defend their



rights, while its rights impose duties on every one of its members.

　 この 「口頭解説」では、市民社会において個々人への家族の配慮は従属的であ り、「家族の力

の効 く範囲」はそれほ ど広 くはなく、市民社会がほとん どすべてであること、 したがって個人は

「市民社会の一員」であるほかないのであるか ら、市民社会に対 して 「権利 と要求」をもち 「義

務」を負 うのに対応 して、市民社会の方は成員 ・個人を 「保護」 し、「権利 を擁護」 しなければ

な らない とい うことがわか りや く述べ られている。要す るに、最 も重要な点は、市民社会が成員

・個人の生計 と扶養 に配慮 して、彼 らを保護 し、権利擁護することなのである。 これがPolizei論

として展開 され る事柄 にほかな らない。

Ⅲ.市 民社会における個人の 自立一 「福祉」の課題

　 (1)Polizeiの 定義

　市民社会がその成員 を保護 し、成員の諸権利を擁護す ること、つま り 「生計 と福祉を保障 し、

所有 と人格性 を安全にす る普遍的なものの威力」(第231節)と され る〈ポ リツァイ〉の内容をい

っそ う詳 しく理解す るために、 この語の起源 ・系譜 を多少検討 し、その うえで定義をあらため

てみておきたいと思 う。 とい うの も、ポ リツァイは ドイ ツ語では、そ してへ一ゲルの使用法では

<Polizei>で あ り、 これ を英語 で表現すると当然なが ら〈police>と なるはずなのに、定評 のあ

る英訳者T.M.ノ ックスなどは<public　authority>と 訳 しているよ うに、ポ リッァイには〈ポ リ

ス〉では説明 し切れない ものが語源や系譜からみてもあるよ うに思えるからである。

　 その語源や系譜について、福祉学研究者の今村哲也 「Polizeiの意味について」(『一橋研究』7

巻3号 、1982年)が 詳 しく論述 しているのを要領 よくま とめている川本隆史 「Polizeiと福祉国家

一ヘーゲル ・フーコー ・ロールーズ一」(城 塚 ・浜井編 『ヘーゲル社会思想 と現代』東京大学出

版会、1989年)の 説 明を要約 しておきたい。Polizeiの語源は 「集合的な居住地を囲む防御 を共同

して築 く」 ことを意味 したPohzeinに 求めることができる。 これ がポ リール(磨 いてきれいにす

る、浄化す る)に 由来す るポ リテス(礼 儀正 しさ)と の意 味の融合をきた し、①国家が 目指すべ

き、共同体の よき秩序の状態、②その 目的を達成するために王や封建領 主が制定す る、法律や命

令、③そ うした法律 を市民 ・臣民が誠実に履行す るよ う監督する、官庁や官吏を意味するよ うに

なった。

　 こうした意味内容 を有するものが16世 紀、17世 紀に進むにつれて拡張 されていき、そ して18世

紀後半になるとポ リツァィの権限が 「公共の福祉 」(salus　publica)を口 実 として拡大の一途 をた

どった。 これに対 して、啓蒙主義の立場か ら批判 ・抵抗運動が繰 り広げ られ、 これ を背景に して

官庁 としてのポ リツァイの任務 を 「現存する危険 を回避す るための配慮」に限定 し、そ こか ら

「公共の福祉 の促進」 を除外す るにいたった。 この限定を直接的に受入れたものとして、例えば

カン トがいる。 カン トはその 『人倫の形而上学』(1797年 〉でポ リツァイを次のよ うに狭 く限定



して規定 してい る一 「監督官 庁[ポ リツ ァイ]は 公共 の安全 、快適 、風 紀 を管轄す る(と い うの

も、風 紀 に対す る感 情(sensus　 decori)は 、物 乞い 、市街 の喧騒 、悪臭 、売春(venus　 volgivaga)

を道 徳感 情 を純 化 させ るもの と して否 定す る趣 味 であ り、法律 に よって人 民 を導 く政府 の職務 を

か な り容 易 にす るものだ か らであ る)」(2)。

と ころが 、19世 紀 に入 りナ ポ レオ ン戦争 とその後 の反 動化 も手伝 って 、 「す で に現 存す る もの

の維 持 そ して危険や 不利 益の たん な る回避 に と どま らず 、む しろ一般 的 な福祉 の増 大や促 進」 が

ポ リツァイの 目的 に再 び掲 げ られ るよ うにな る。19世 紀 は、 こ うしたポ リツ ァイ(福 祉行 政)官

庁の権 限 が拡張 した時代 と して特 徴づ け られ 、そ こか ら進ん で 「ポ リツ ァイ=国 家 のす べ ての行

政」 とい う拡大解 釈 まで生 じて きた。(3)

ヘ ーゲ ルの論述 は時代 の この動 向 に沿 って の もの であ る。 ポ リツ ァイ をカ ン トの よ うに 「公共

の安 全 、快 適 、風 紀 を管轄す る」 こ との よ うに限定す るの では な く、ヘ ー ゲル は きわめて拡 大 し

解釈 してい る。 ここか ら、単 に警 察的業務 だ けで な く 「国家 のす べ ての行 政」 あ るいはそ の よ う

な行 政 を行 な う行政 ・監督 官庁 を内容 上(こ の詳細 につ いて は次の項 目(2)で 検討 す る予定)

さ して い るこ とか ら、 ポ リツ ァイ の英訳 〈public　authority>(ノ ックス)も 、邦 訳語 と して 〈福

祉 行 政 〉(藤 野 ・赤 沢訳)、 〈行政 〉(高 峯訳)、 〈監督 官庁 〉(三 浦他 訳)、 〈経 済行政 〉(上

妻 他 訳)、 〈社会政 策 〉(長 谷 川 訳)、 等 もむべ な るかな とい うこ とで あ る。

私 は ポ リツァィ を〈公 共政 策 〉 と訳 してい るが、 これは公権 力 ・行政 当局 に よ る広義 の 〈福 祉

行政 〉あ るい はく福祉政 策 〉 と同一 の ものであ る。 なぜ な ら、ヘ ー ゲル に よるポ リツ ァィ の定義

は 「個 々人の生計 と福 祉 の保 障 が 、権利 と して取 り扱 われ 実現 され る こ と」(第230節)を 職 務 と

す る 「普 遍的 な もの の威 力[公 権力 ・行 政 当局]」(第231節 〉 とされ てい るか らで あ る。(4)

(2)Polizeiの 内容

で は、公 共政策 あ るいは福祉 行 政 と訳 され るポ リツ ァイの 内容 と して 、 どの よ うな もの がヘ ー

ゲル に よ り考 え られ てい るで あろ うか。ヘ ー ゲル が行 な った 〈法 ・権利 の哲 学 〉に関す る第5回

(1822/23年)お よび第6回(1824/25年)講 義 録 を編集 したK.-H.イ ル テ ィ ングは、 ポ リッァ

イ の 内容 を次 の4つ に 区分 してい る。1.<Die　 Polizei　als　Ordnungsmacht>(第232節 一第234節)、

2.<Wirtscha位spolitik>(第235節 一第236節)、3.〈Gesellschafts-und Sozialpolitik>(第237節 一

第242節)、4.〈Die Dialektik der modemen Industriegesellschaft〉(第243節 一第248節)。(5)こ の

イルテ ィングの整理 を参 考 に して 、 内容 を少 し詳 し くみてお きた い。

第1に 、社 会 の 〈Ordnung>(治 安)に 関 わ る業 務 と して の 、 い わ ゆる 警 察 的 業務 で あ る。

「犯罪 は普遍 的 な威 力 に よっ て阻止 されね ばな らず 、あ るいは裁判 に よ って処理 され ねば な らな

い」(第232節)と い われ る よ うに 、犯罪や 不 正行為 の取締 ま りを主た る業務 とす る もので あ る。

こ、うした取締 ま りにつ いて、ヘ ー ゲル は今 少 し詳 しくおお よそ 次の よ うに述 べ てい る。 個 々人 の

「恣意 」や暴力 に よる不 法 を抑 圧 し、監視 し禁止 す るこ とに よ って普 遍 的な もの を確保 す る こと



である。各人の私的行為が本来の意志を離れて他 の個人あるいは 「共通の 目的」のための公共施

設に傷害あるいは損害を与え、不正の源泉 となるような場合 には、不正を不正 として取締ま り、

また不正が発生するのをあ らか じめ牽制 した りもす る。

第2に 、<Wirtschaftspolitik>と され る経済政策的業務である。 人々の 日常の 欲求が とめどな

く多様化 していくと、それ ら欲求充足の手段の調達 と交換、手段の検査、取引上の商議等に関 し

て、「公の威力に よる監督 と事前の配慮」(第235節)が 必要である。 また、生産者 と消費者、両

者の上に立っての様 々な規制(「 日常必需品の価格指定」、「商品検査の管理」等)ー 力点は消費

者 ・公衆の保護 にあ る(第236節)。 そ して、街路照明、橋の架設 、衛生への配慮等の 「公益事

業」(第235節 、第236節 「追加」)が ある。 こうした 「公の威力」による監督 ・事前の配慮 とか指

導 といったものは市民社会における営業の自由を抑圧 し、妨げるものであってはならない。だが、

営業の 自由だか らといって何 を行なって もよいか とい うとそ うではない。ヘー ゲルによると、

「営業の 自由は公共の福利が危険に陥 るような性質のものであってはな らない」(第236節 「追

加」)の である。

第3に 、 〈Sozialpo1itik>と され る社会 政策 的業 務 であ る。(イ)市 民社 会は 「両親の 恣 意 と偶

然性 を排 して、教育を監督 し左右す る義務 と権利を もってい る」(第239節)と いわれ るように、

公教育の監督 ・指導 とい うことである。子 どもへの種痘義務 もこの類のもの として指摘されてい

る。(ロ)「 浪費によって 自分の生計や自分の家族の生計の安全 を破壊す る連中」(第240節)へ の

後見とい う点。 この後見の意味は、あの連 中を飢餓か ら護 るとい うこととともに、む しろそれ以

上に 「彼 らを鞭撻 して生計の道 を計 らせ る」(第240節 「追加」)こ とにある。要するに、労働 し

て 自立 し自活 できるよ う援助す る点に後見の本来の役 目が ある。(ハ)諸 々の貧困 ・救貧対策が

ある。個々人の身体的、家庭的、社会的諸事情によって労働機会 を失った りする場合がある。そ

れが理由での貧困。貧困により、「諸個人か らあ らゆる社会的便益 を奪 う」(第241節)危 険性 が

強いが故 に、 したがって、貧困者への労働の機会供与や施療施設、病院、公営の救貧院等の設置

など社会保障政策が必要 となるとヘーゲルは強調する。

第4に 、近代の産業社会の<Dialektik>(弁 証法)に 関わる業務である。 これは一体 どのよ う

なことをい うのだろ うか。ヘーゲルはい う一 「市民社会が妨 げられることのない活動状態にある

ときは、市民社会はそれ 自身の内部で人 白と産業 との発農途上にある」(第243節)。 そ して、こ

の市民社会の発展によって一方では 「富の蓄積」が増大す るとともに、他方では労働に縛 りつけ

られた 「階級の隷属 と窮乏」とが増大する とヘーゲルはい う。 この場合の最大の課題は、この窮

乏 ・貧困への対応 である。方法は二つ。一つは公営病院、慈善施設、修道院等の 「公的所有」に

よる生計保障 とい うことである。 しか しこの生計保障の方法は、「労働」によって媒介 されてい

ない。 したがって、この方法は 「市民社会の原理」に反 している。 とい うのも、その原理は 「諸

個人の 自主独立 と誇 りの感情」(第245節)を 活かす点に こそあるか らである。 もう一つの方法は、

貧困者に労働の機会を提供す ることによって 自立 して生活 させるものである。そ うす ると、一方



では生産 物 が過 剰 に な り、他 方で は消 費 者が不 足す る ことにな る,,

前者 の方 法は社 会保 障 と して重 要で あ り、重視 は され るが 全て では ない。 む しろ市民社 会 の孕

む大 き な矛盾 とその解 決策 と して 後者の 方 法に 関わ る点が重 要で あ る。す なわ ち、市 民社会 にお

け る 「富の 過剰 」 と、 「貧困 の過剰 と賎 民の 出現 」 との矛 盾解 決 をい かに図 るか とい うこ とで あ

る。 この点 をヘー ゲルは近 代の産 業 社会=市 民 社会 の 「弁 証法 」 とよび 、その 内容 を次の よ うに

説 明す る一 「市民社 会 は、 こ うした それ 自身 の弁証 法 に よって駆 り立て られ 、 さ しづ め この一 定

の社 会 で あるお のれ 自身 を越 えて 、外 へ と進 出 して ゆき、 … … 自分 よ りお くれ て い る国 外 の他

民 族 の うち に、購 買者 を求 め る と ともに 、必要 な生計 の資 を求 め る」〈第246節)。 要す るに 、世

界的 な商 業 と交易(第247節)、 植 民政 策(第248節)が 矛盾 突破 の必 然 的政策 と して あ る こ とが

説 明 され る。

以 上 の 四点 がヘ ー ゲル に よっ て考 え られ て い る<Polizei>の 内容 で ある。 では 、 こ う した 〈

Polizei>論 の特徴 と問題 点は どの よ うに指 摘 で きるで あろ うか。

(3)〈Pollzei>論 の特徴 と問題 点

そ の特 徴 につい て指摘 す るに先 立 って 、 〈Polizei>の 位 置 を確 認 して おか ねば な らない。 位 置

とは、 市民 社会 との 関係 におけ るそれ で あ る。 この位 置が 明確 にな る ことに よって 、 〈Polizei>

の市 民社 会 にお ける機 能や 役割 な どがは っき り し、そ してそれ の有す る特徴 の 全体 が浮 かび 上が

って くる と考 える。

まず 、市 民社会 の なか での<Polizei>の 位 置 につ いて理 解す る うえで 、ヘー ゲル が<Polizei>

につ い て述 べ た最終 節 の第249節 にお け る次 の叙 述 が参 考 にな る一 「Polizeiの行 な う事前 の 配 慮

は、 さ しず め 、市民社 会の特殊 性 の うち に含 まれ てい る普遍 的 な もの を、 も ろも ろの特 殊 的 な 目

的 と利益をもってい る大衆を保護 し安全にするための一つの 外的な秩序 ならびに対策 として、実

現 しかつ維持する。 … … ところが特殊性 自身が、理念に したがって、己の内在的利益の うちに

あるこの普遍的なものを、己の意志 と活動の 目的および対象にすることによってこそ、倫理的な

ものが内在的の もの として市民社会 に帰ってく るのであって、 これを実現す るのが職業面体の使

命である」。 この叙述は、い うまでもな く 「市民社会」章の中の ものである。 ちなみに 「市民社

会」章の構成 をみ てお くと、次の よ うに三つ一 〈A欲 求の体系 〉、〈B司 法活動 〉、 〈C

Polizeiと 職業団体 〉一 に区分 されている。そ して 〈職業団体〉か ら 「国家」章へ とつ ながって

い く。

いま重要なのは、市民社会のこ うした区分 の中での〈Polizei>の 位置を定めることである。 こ

の場合問題 となるのが、〈C>項 の〈Polizei>と 〈職業団体〉の位置関係 とその有する意味内容

である。 「市民社会」構成員の権利擁護 を使命 とす る〈B司 法活動 〉をいまの ところ括弧に入れ

てお くことにして、市民社会の第1の 原理は個々人がみずか らの特殊 な利益を追求す る〈A欲



求の体系〉であることはい うまで もない。 この欲求の体系に必然的に付随す る 「偶然性」への対

応、つま りは個々人の 「生計 と扶養」の維持 を誰が どのよ うに して確保するのかが〈Polizei>と

〈職業団体 〉に他な らない。

〈Polizei>は 「普遍者の力」 として上か ら、指導 ・監督をも含めて 「生計 と扶養」の維持 を企

図 し、 〈職業団体〉は市民社会構成員の横の繋が り ・共同によって「生計 と扶養」を維持 ・確保

しようとす る。では、こうした方法をヘーゲルは どちらに力点をおいて評価 しているのか。 この

点への解答 が、先の249節 での叙述内容に現われている。叙述順序からす ると、第1原 理の 〈欲

求の体系 〉に続 いて〈Pollzei>、 そ して〈職業団体〉と進行 してい くのであるから、前者が第2

原理で、後者が第3原 理 と理解 しがちであるが、 この理解は誤 りである。第249節 において、 「事

前の配慮」は 〈Polizei>で は 「外的な秩序な らび に対策」 とされ ているのに対 して、〈職業団

体 〉では 「内在的利益の うちにあるこの普遍的なもの」 と理解 されている。要するに、市民社会

において<Polizei>は 「外的」、〈職業団体〉は 「内在的」なのであるか ら、へ一ゲルの位置づ

けでは両者の うちどち らが第2原 理 ・第3原 理かはあきらかであろう。

この点に関 して再確認す るうえで、次のよ うなイギ リスのヘーゲル政治哲学研究者 として著名

なZ.A.ぺ ルチンスキーの解釈が参考になる一 「〈欲求の体系〉(つ ま り市場)が 対処 しえない

場合に、その事柄は職業団体に委せ られ るべ きであ り、職業団体が処理 しえなかったもの、ある

いは うま く処理 しえなかった もののみがポ リツァイに割 り当て られ るべきである」(6)。

このベルチンスキーの解釈に次のよ うな補足を してお くと事態はより明確になる。 それはこ う

い うことである。個 々人が家族か ら脱け出て 自立 して生 きてい く場 としての市民社会の第1の 原

理は、既 に確認 したよ うに 「欲求の体系」だ とい う点である。 この体系は自由競争を基本 とした、

市場原理の支配す るところにほかならない。だか ら、 さま ざまに 「偶然性」が支配す る。生計の

確保 も偶然性 に支配 され、容易に確定 されるわけではない。そ こで、 こうした生計への配慮が強

く求め られ るが、その配慮の第1の ものが 「職業団体」であ り、第2の ものが<Polizei>な ので

ある。 ここに<Polizel>の 役割 と機能があるといえるのである。

以上のことを総合的に判断 してい うと、〈Polizei>の 特徴は、〈欲求の体系〉か ら必然的に帰

結す る自由競争 に 「公権力 ・行政 当局」によって歯止 めをかけ、む しろそれへの対応を考えるも

のであるか ら市場万能主義ではないと当然なが らいえると同時に、また〈職業団体〉を補助す る

程度の ものであるか ら、国家による福祉至上主義 でもないのである。

(4） 新たな課題

(a)市 場での競争 は重視す るが市場 ・競争万能主義でもなく、また公権力による政策 として

の福祉は重視す るが福祉至上主義でもないヘーゲルの 〈Polizei>論 は どう評価 され うるのか。 そ

れは、「福祉型資本主義」(ベルチンスキー、 レイモ ン ド・プラン ト)(7)と か 「ロールズ派の ウ

エル フェアー ・リベラ リズム」(川本隆史)(8)の 考えと特徴づけ られ評価 され うるであろ う。



(b)ヘ ーゲルにあっては、個々人が他者 と競争 しつつ 自立 して生きていくのが基本であ り'、

この点が第1原 理 として機能するのはい うまでもない。そ して、個々人が自由に競争 しなが ら生

きてい くさい、その競争によるひずみ部分へ様々な補助原理 として機能す るのが<Korporation>

や<Polizei>な のである。 だとす ると、現代の視点か らヘーゲルの〈Polizei>論 の内容を吟味 し 、

評価するさい最 も重要な問題の一つは、ヘーゲルの考えか ら、すべての人が個人と して自立 し生

きることができ、そ して男女 ともに家庭 ・仕事 ・社会に対等に参画 しうる とい うことが導出可能

か否か とい うことである。そ してこれが実現できるとするなら、その条件整備がいかに して可能

なのか。 この点への解答がヘーゲルの考えを参照 しつつ試み られる必要がある。

(c)こ の点からみて、林道義 『家族の復権』(中 公新書)で の氏の論説が私の対極の考 えと

して検討の必要がある。林氏の論説のポイン トは次の五点である。(9)

第1は 、「家族中心思想一家族の役割 を増や し支援する態勢」とま とめ られ る点である。 これ

は、家族の役割 を少な くするのではなくて、逆に育児や介護 を含めて、「家族 内の仕事を適切 な

程度にまで増や し、それを保つ こと」の提案である。 こうす ることによって、家族の負担が増 え

るが、 しか しその負担 を家族全員で分担 し協力 し合 うか ら、家族の絆は強ま り、親子の愛情や親

密度 も強 くなる。 だが、 ここで難問が生 じる。それ は、育児 など家族の仕事を増やす と、社会的

労働 ・仕事 との両立が難か しくなるとい う問題である。 これ は日本人の長時間労働に起因す る。

この間題 をそのままに して母親が働 くことを可能 にするため、「子 どもを保育所に預ける」 とい

う解決策が前面に出てきた とす る6し か し、こうした解決策ではな く、より柔軟で 「家族や子 ど

もや女性に優 しい方法」(151頁)と して、働 き方を多様化 させる方法 を次に提案 される。

第2は 、 「働 き方の多様化一 『短時間正社員』制度のメ リッ ト」 とい う提案である。世界でも

有数の長時間労働を強い られ る日本人一人 当た りの労働時間を短 くし、その代わ りより多 くの人

が働 けるよ うにする(ワ ー クシァリン グ)。 そ して重要なのは、労働 時間が短 くなって も時間当

た りの賃金(職 種 ごとの)は 正社員並みにす る。言い換えると、「パー ト労働者、すなわち短時

間労働者にも正社員なみの待遇を保証す る」(151頁)の である。 そ うすると全社員が これまでの

正社員なみの長時間勤務 をす る必要がなくなり、育児や介護、また自分のライフサイ クルの計画

に従 って、 自由に柔軟に労働時間を決めることができると主張 され る。

第3は 、「父母単位の生 き方 とい う発想」の提案である。 この考えは第2の 提案 と連動 し、労

働形態 を多様化 させて、育児や介護が必要な時期に労働時間を減 らして、 しかも時間当た りの賃

金 を正社員並みに確保すれ ば、夫婦 二人が1.5人 分働いて、手分け して育児や介護に当たること

ができる。それでも不十分な部分だけ国や 自治体が補助す るとい うや り方である。「フル タイム

-保 育所」方式か ら 「パー トタイム-家 庭保育」方式へ と発想を転換 させるべき時期だ とされ る
。

この方式 は、父母の働 き方 を組み合わせ るとい う発想か ら成 り立 っている。すなわち、「父母 単

位で労働 を考え、二人で一つの単位」(153頁)と 考えるのである。こ うした父母の働き方の組み

合わせは、家族のライフサイ クルに即 して柔軟に変えるこ とも可能だ とされる。 この考 えの利点



として、家族 としてのま とま りと機能が確保 され、父 と母が家庭にいる時間を増やす制度的保証

になる。 どちらもフルタイムで働 くのではな く、「どちらも短時間労働をす ることによって、ど

ちらも家庭にいる時間を増やす ことができる」(154頁)と いわれ る。

第4は 、「子育て中の母親が働かな くて もいい制度」 とい う提案である。子育て中の母親、 と

くに3才 くらいまでの乳幼児の母親に対 しては国が経済的な援助 をして、働かな くてもいい よう

にす る。今の保育所に行なっている援助 をや めて、乳幼児の母親 に直接補助すれ ば、母親は働 ら

かなくてもよく、家庭で子 どもを育てることは十分可能である。 したがって、乳幼児の母親 を働

かせないとい う方針で政策を考えてい くべきで、とかく問題 として指摘 される 「M字型労働形態

は、む しろ非常に理想的な労働形態だとい うことができる」。 これ と先に提案 された、「夫婦単位

のワー クシァリング」 とを組み合わせ ると、「最 も理想的な働き方のモデル」(156頁)が 出来上

がるといわれ る。

第5に 、こうした提案を実現 している現代世界での例 として、「家族を大切 にする制度 の成功

例ーオランダ」を紹介 している。その概要は こうだ。オランダは1980年 頃はヨー ロッパで最悪の

経済状態を示 していた。82年 に労使双方の間に 「ワッセナー合意」が出来上がった。その内容は

次のよ うなものであった。1.労 働組合は賃金抑制に協力す る。2.企 業は雇用を確保 し、労働時

間 を短縮する。3.政 府 は財政支出の削減、社会保障制度の改革、減税 に取 り組む。 この合意に

基づいてオランダは20年 にわたって社会保障改革 と労働市場改革 に努めた結果、経済は立ち直っ

た。その成功の原因 として、安定成長の経済戦略 と、家族に関わる独特の社会政策によるとされ

る。特に、後者について次の点が注 目され る。

(イ)「 労働形態の見直 しと男女平等の新形態」 とい う点。一方でフル タイム労働 とパー トタ

しイ ム労働の差別 を撤廃 し
、他方でフル タイム労働の時間を短縮 した。その結果 、働 くスタイルが

大きく変化 した。人々は三つの働 き方か ら自由に選択できるようになった。①週36-38時 間労働

で週休2日 「フルタイム労働」。②週30-35時 間労働で週休3日 の 「大パー トタイム労働」。③週

約20時 間労働の 「ハー フタイム労働」である。 これ らの結果、ワークシャ リングによって雇用が

ふえ、失業率も低下 した。 また共働 きによって家族所得が増え、経済が成長 した。特にこの方式

の利点は、「家族 と共にすごせる時間」が増えたこととされる。

(ロ)「 子育て と老人介護は家族 の中心」 とい う点である。 この点について林氏は、オランダ

を模範に したといわれる ドイツの例を紹介 している。 ドイツでは、家族が育児や介護 をす ると、

それが 「労働」 とみなされ、保険料 を払ったの と同 じことと評価 されて、年金の期間に加算 され

る。 これは基本的には、「育児 も介護 も家族の中でな されるのが一番 よい とい う考 えに基づ く」

(171頁)と され る。

こ うして林氏は、オランダモデル の最大の特徴 ・長所 として、「家族を基盤 に しているところ、

そ して家族の絆 を強めることができるシステム」(173頁)だ と強調する。他方で氏は、「個人」

単位のス ウェーデ ンモデルは家族を破壊する傾 向を持つ として厳 しく批判す る。



(d)以 上のような林氏の論説には社会政策上の提案 として支持 しうる貴重な ものも含まれて

いる。 とりわけ、パー トタイム労働 とフルタイム労働 との時間給 を同一 とする、全体として労働

時間を短縮 し、ワー クシャ リングを促進す る、等の提案は重要なものである。 しか し、林氏の主

張全体のベ ク トルが 当然なが ら 「個人」ではなくて 「家族」の方へ向いてお り(「家族の復権」)、

突 き詰めていけば家族主義に回帰 しないか大いに懸念される。

この点については、家族を崩壊に導 くスウェーデ ンモデルの破綻 として、「男女平等」 と 「福

祉」の実現を国際社会の中で リー ドしてきたスウェーデンに対す る氏の憎悪に も似た手厳 しい批

判にみて とることができ る。 この場合のスウェーデ ンモデルを産 み出 した思想 とは、「子育てや

老人介護 を家族の中でや ると、必ず女性が損をする、すなわち不公平が生ずる、だから社会(公

的機関)が 行 うよ うにすべきだ」(140頁)と 解され、その背後には 「男女の役割分担は悪である、

なぜな ら役割分担 をす るとア ンペイ ドワークを分担 させ られ る女性が自立できず 、男性 に支配 さ

れ るか ら」(140頁)と い う見方があるとい う。だか ら女性 も外で働 いて 自立 し、家庭内労働はで

きるだけ公的機関でや るか、いわゆるアウ トソーシングに出すべ しとい うのがその基本的な考え

方だとして、ここには根本的な誤 りがあると主張する。そ して氏は、男女役割分担を批判す るの

ではな く、む しろ 「育児の分担は人類が何十・万年もや ってきた、いや哺乳類のころから何百万年

もやってきた分担であ り、生理的 ・本能的な基盤に基づいている」(142頁)と して性による役割

分担を肯定 し、女性 ・母親の家庭内での育児の必然性を特に強調する。そ して女性 も社会的労働

に参 加 し、 「男女 平等 」を 実現 しうる 「福 祉優先 」(政 策)は 「軍 事優 先」(政 策)に 等 しい(146

-148頁 参照)と まで極論す るのである
。

今 日、重要なのは家族 に関わる問題 を考えるさいにも家族主義(そ の中心を性 による役割分担

の考えが占める)で はな く、個人単位 に軸足をおくことである。その うえで社会や行政が どれだ

け木 目細か く個人単位ではフォローできない部分 を充実 して補充できるか とい うことである。林

氏が厳 しく批判するス ウェーデ ンでは早 くも1974年 に、「子 どもへの最善の育児保障と雇用の場

における男女平等を実現す るため、父親 も、産前 ・出産 ・育児 ・介護など、子育ての全過程を母

親 とともにかかわ ることができる法制度改正がな され て」(10)いる。その法制度改正の代表的な

ものの一つが出産休暇か ら 「両親休暇」への改正である。父親 と母親 との間には、「両親休暇に

対す る優先権 はな く、まった く平等に休暇権 を行使す ることができる」（11)。両親休暇 には、全

日休暇型 と部分休暇型の二種類ある。全 日休暇は子 どもが18ヶ 月に達す るまで取得でき、部分休

暇は子 どもが8歳 未満または小学校1年 生終了まで取得できる。 この部分休暇は、通常の労働時

間(8時 間)を4分 の3(6時 間)、 を分の1(4時 間)、4分 の1(2時 間)短 縮する形態の休

暇である。部分休暇 の導入は、父親である男性の育児参加 を容易にすることでもあった。現行の

両親休暇を所得補償 との関係でま とめ分類 してお くと次の ようである。①母親休暇(出 産休暇)、

②両親手当による所得補償のある/な い全 日休暇、③両親手当に よる所得補償のある部分休暇、

④両親手 当のない部分休暇、⑤一時介護両親手当による所得補償のある介護休暇など、5形 態あ



る。（12）

こ うした ス ウェ ーデ ンのあ り方 をみて も分 かる よ うに 、今後 の我 が 国(13)に おい て重 要 な こ と

は、夫 も妻 も家 庭 ・仕 事 ・社 会 に ともに参画 し うる男女共 同参 画社会 の 実現 に向 けて諸 条件 を整

備す るこ とな ので あ る。(14)

*原 文テキス ト、英訳、邦訳はそれぞれ次のものを用いた。

• Hegel , Grundlinien der Phillosophie des Rechts, G.W.F.Hegel, Werke in zwanzig Bänden 7, Redaktion Eva 

 Moldenhauer und Karl Markus Michel, Frankfurt a. M. 1970. 

•  Hegel's Philosophy  of  Right, translated with notes by T.M.Knox, Oxford University Press, 1942.

・邦訳 は次 の5種 類(① 藤 野 ・赤沢訳 一 『世界 の名著』35 、 中央公論 社。 ②高 峯訳 一論創 社。③ 三浦他

訳 ～未知 谷。 ④ 上妻他訳 一岩波 書店。 ⑤長谷川 訳 一作 品社)あ るが、主 に 中央公論社版 を参照 した。

*引 用ない し参照 の該 当個所 につ いては、節数 と原 文ぺ一 ジを(第 節、S.)と 本 文 中に明記 した。

注

(1)家 族 か ら市 民社会 への移 行 の論理 とそ こにおけ る倫理 の特徴 につ いて の よ り詳 細 は、拙 稿 「家族の論

理 と倫理一G.W.F.ヘ ー ゲル に関 わって 」(名 古屋市 立大 学 大学院 人 間 文化研 究 科紀 要 『人間文 化研

究』第2号 、2004年1月)を 参 照 され たい。

(2)KantWerke,Akademie-AunageIV,S.325,『 人 倫の形 而上 学』 カ ン ト全集 、樽 井 ・池尾訳 、岩波書店 、

170ー171頁 。

(3)川 本 隆史 「ポ リッ ァイ と福祉 国家一 ヘー ゲル ・フー コー ・ロール ズ」城 塚 ・浜井 編 『ヘ ーゲル社会 思

想 と現代 』東京 大学出版 会、1989年 、418-419頁 参 照。

(4)ヘ ー ゲル 『法 ・権利 の哲学 要綱』 の、T.M.ノ ックス と並 んで も う一 人の英 訳で あ るS.W.デ ィ ドは 、

<Polizei>を 〈police>と 英 訳 してい るが、そ の内容 を〈the universal guarantees security>と 説 明 してい る。

したが って デ ィ ドもくPolizei>を 福 祉 行 政 や 福祉 政 策 と して 理 解 して こ とが 分 か る。(G.W.F.Hegel

 Philosophy of Right, Translated by S.W. Dyde, 59 John Glenn Drive, Amherst, New York 1996)  

(  5  )  Vgl., G.W.F.Hegel, Vorlesungen über Rechtsphilosophie  1818-1831, Edition und Kommentar in sechs Bänden  
• von Karl -Heinz Ilting, Stuttgart-Bad Cannstatt 1974, Bd. 4, S. 589-617.

(6)Z.A.ベ ル チンスキー著 ・飯島昇蔵訳 「ヘーゲルにおけ る倫理的環境 としての市民社会」(『思想』

1987年 、6月 号、157頁)

(7)ぺ ルチンスキー、同書、156頁 。

(8)川 本隆史、前掲書、424頁 。

(9)以 下では、林道義 『家族の復権』(中 公新書)を 主に検討する。 引用 ・参照個所は本文中に明記する。

(10)古 橋エツ子 「児童福祉サー ビス」丸尾直美 ・塩 野谷祐一一編 『スウェーデ ン』(先 進諸国の社会保障

⑤)東 京大学出版会、1999年 、300ぺ 一ジ。

(ll)同 書、300ぺ 一ジ。

(12)同 書、301ぺ 一ジ参照。 また都村敦子 「家族政策 ・社会扶助住宅手当等」丸尾 ・塩野谷編、同書、196

ー197ぺ ージ参照。

(13)企 業サイ ドからも勤務のあり方について新たに提案 されはじめた。例えば、 日本IBMは 、正社員の

ままで働 く時間や勤務 日数が減 らせる 「短時間勤務制度」を2004年1月 から導入すると発表 した。管理

職を含めた全社員が対象で、希望者は申請する。申請理由は、育児や介護 に加 え、資格各取得や身体の

障害など原則不問のようである。期間も、育児では子 どもの中学校入学まで認 める。短時間勤務制度の

選択肢は次の4つ である。普通の正社員は週5日 勤務で38時 間働 くが、短時間勤務は①3日 勤務、②4



日勤務、③5日 勤務で労働時間6割 、④5日 勤務で労働時間8割 。働 く時間が短 くなる分、①③の場合

は50%、 ②④は30%収 入が減る。(朝 日新聞、2003年12月17日 朝刊)

(14)2000年 に閣議決定された男女共同参画基本法の基本理念は次の5点 である。

①男女の基本的人権の尊重

②社会における制度または慣行に就いての配慮

③政策等の立法及び決定への共同参画

④家庭生活における活動 と他の活動の両立

⑤国際的協調

この基本法に基づ く基本計画では、次の11の 重点 目標を掲げ、2005年 度末までに実施する具体的政策

内容 と2010年 度末までを見越 した政策の基本的方向を示 している。

① 政策 ・方針決定過程への女性の参画の拡大

② 男女共同参画の視点にたった社会制度、慣行の見直 し、意識の改革

③ 雇用等の分野における男女の均等な機会 と待遇の確保

④ 農 山漁村における男女共同参画の確立

⑤ 男女の職業生活と家庭 ・地域生活の両立の支援

⑥ 高齢者等が安心 して暮 らせる条件の整備

⑦ 女性に対するあらゆる暴力の根絶

⑧ 生涯をとおした女性の健康支援

⑨ メディアにおける女性の人権の尊重

⑩ 男女共同参画社会を推進 し、多様な選択を可能にす る教育 ・学習の充実

⑪ 地域社会の 「平等、開発、平和」への貢献

(参照:関 哲夫編 『資料集 男女共同参画社会』ミネル ヴァ書房、2001年)


